
令和８年１０月９日 

日本語初期指導事業業務委託 公募型プロポーザル 

質問に対する回答 

 「日本語初期指導事業業務委託」企画提案実施要領６に基づき提出された質問について、次のとおり回

答します。 

No 文書名 頁数 質問内容 回答 

1 
企画提案実

施要領 
5 

8(1)の企画提案書「A4 判 10 ペー

ジ以内」について、両面印刷とす

る場合、「1 ページ」を片面 1 ペ

ージとして数え、最大で A4 用紙

10 枚（両面 20 ページ）までとい

う理解でよろしいでしょうか。 

あわせて、表紙及び目次はページ

数に含まれるか、ご教示くださ

い。 

ページ数は片面１面を１ページとして数え

ます。両面印刷とする場合は、Ａ４用紙５

枚（両面で１０ページ）までとなります。

Ａ４用紙１０枚（両面２０ページ）までで

はありませんので、ご注意ください。 

なお、表紙及び目次は、ページ数に含みま

せん。また、Ａ３判横三つ折りの資料は、

Ａ４判２ページとして数えます。 

2 仕様書 1 

6(1)アの「年間で 3 クラス開講」

について、年間を通じて順次開講

する想定でしょうか。それとも習

熟度別に同時開講する想定でしょ

うか。 

あわせて、1 クラスあたりの想定

指導日数・1 日あたりの指導時間

（例：週 5 日・1 日 4 時間等）が

あればご教示ください。 

各クラスの開講時期及び編成（順次開講と

するか、習熟度別に同時開講とするか）

は、企画提案事項です。１クラスの実施期

間は３か月間を目安とし（実施要領８

(1)(3)）、受講者の日本語能力に応じた効

果的なクラス編成を提案してください。 

指導日数及び１日あたりの指導時間につい

ても、市として定めはなく、提案によるも

のとします。 

参考として、現行は年間を通じて順次開講

し各学期 1 クラス（60 日程度、週 5 日、1

日 4 時間）開講しています。 

3 仕様書 1 

3 の実施場所について、想定され

る設置校の数と、教室・机・ホワ

イトボード等の設備を市（学校）

から借用できるかをご教示くださ

い。 

実施場所は、契約締結後に受注者と協議の

上、市が指定しますが、現行は、市が指定

する学校の空き教室等を使用しています。

指定した場所によって机、椅子、ホワイト

ボード等の既存の設備・備品に違いはあり

ますが、使用できます。ただし、授業内容

に応じた教材は受注者が準備してください

（仕様書６(1)カ）。 

4 仕様書 1 

6(1)イのオンライン形式による実

施について、受講者が GIGA スク

ール構想の 1 人 1 台端末及び学校

の通信環境を利用することは可能

でしょうか。 

受講者が在籍校で貸与を受けている１人１

台端末は、在籍校で使用するものであり、

教室の実施場所で使用できるとは限らない

ため、現段階では教室への持参は想定して

いません。 

5 仕様書 1～2 

提案の参考とするため、直近年度

の日本語初期指導教室について、

①受講者数、②受講者の主な母

直近の実績は次のとおりです。 

①受講者数：各クラス８名～１０名 

②主な母語：ポルトガル、フィリピノ、ベ



No 文書名 頁数 質問内容 回答 

語、③送迎等の事情により受講を

見送った児童生徒の有無、をご教

示いただける範囲でお示しくださ

い。 

トナム、ネパール 

③送迎等の事情により受講を見送った児童

生徒：なし 

6 
企画提案実

施要領 
7 

10(2)の審査結果通知（様式第

8）において、自社の評価項目別

得点・合計点・順位は通知されま

すか。 

通知されない場合、半田市情報公

開条例に基づく開示請求により、

評価項目別得点（他の参加事業者

分を含む）の開示を受けることは

可能でしょうか。 

審査結果通知書（様式第８）では、契約候

補者として選定した、第２順位者となっ

た、選定されなかった、のいずれであるか

を通知します。評価項目別得点及び合計点

は、同通知書には記載しません。 

ただし、契約候補者の決定後、希望する参

加事業者には、当該事業者自身の審査結果

（評価項目別得点及び合計点）を提供しま

すのでご相談ください。 

7 
企画提案実

施要領 
3 

民間企業から受託した外国人技能

実習生向け日本語教育・日本語教

室運営の実績がございますが、

「国又は地方公共団体が発注した

日本語教室運営その他これらに類

する日本語習得支援業務」の実績

として評価対象となるか、ご教示

ください。 

民間企業から受託した業務は、発注者が国

又は地方公共団体ではないため、実施要領

４(1)の実績には該当しません。 

 

 


